＜ 会計指導課 ＞
検査・指導第一グループ

検査・指導第二グループ

１．会計実地検査

本庁各室課及び予算執行機関の会計事務について実地検査を実施し、改善措置等の指導を行うなど、その適正化に努めた。

○総合検査

物品や財産関係も含めた検査項目の充実を図った「総合検査」を実施した。
（１）検査実施状況
	年　度
	検査対象数
	検査実施数

	平成30年度
	343
	343

	令和元年度
	337
	337


※検査対象数には、警察署を含まず。

（２）指導状況

	結果内容
	平成30年度
	令和元年度

	改善・是正を要し、その措置報告を求める事項あり

文書指導事項あり

口頭指導事項あり

特記事項なし
	2 所属

178 所属

130 所属

33 所属
	6 所属

193 所属

123 所属

15 所属


　　　　　　

○特別検査

（1） 検査実施状況

	年　度
	検査対象数
	検査実施数

	平成30年度
	487
	234

	令和元年度
	485
	255


　　　　　　　　※全職場の2分の1程度を対象にして実施

（2） 改善を指示した事項等

	結果内容
	平成30年度
	令和元年度

	公金以外の現金等を保管

その他事務執行について
	０ 件

１ 件
	３ 件
３ 件


　　

○臨時検査

（１）検査実施状況　

　　　　平成30年度　該当なし

令和元年度　　該当なし
（２）指導状況

　　　　該当なし
根拠法令等

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　大阪府財務規則第１６６条

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　大阪府会計検査規程

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　大阪府会計実地検査実施要領（府機関用）
２．指定金融機関等における公金取扱事務の検査

指定金融機関、指定代理金融機関及び収納代理金融機関に対し、適正な公金の収納・支払事務がなされるよう次のとおり実地検査を実施し、指導を行った。

(1) 検査実施状況

	種別
	実施基準
	検査対象
店舗数
	検査実施店舗数
	左記のうち不備事項のあった店舗数

	指定金融機関
	総括店
	毎年度に１回
	　１
	　１
	０

	
	収支店
	３年度に1回
	４５
	１５
	０

	指定代理金融機関
	３年度に1回
	３３
	１２
	１

	収納代理金融機関の取りまとめ店又は母店
	３年度に1回
	８８
	３０
	２

	臨時検査
	必要の都度
	－
	０
	０

	合　　　　　　　　　計
	１６７
	５８
	３


（注）検査対象店舗数は、平成３１年４月１日現在

　　　　　　

　(2) 不備事項

　　　証拠書類の保存・管理　等　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　根拠法令等

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　地方自治法施行令第１６８条の４

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　大阪府財務規則第１６６条　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　指定金融機関等検査要領

３．収納委託団体等の検査

　　府税徴収金収納委託団体の検査は３年に１回実施し、それ以外の団体は、重大な事故が発生した場合等に臨時検査を行うこと及び団体を所管する各所属からの相談等に適切に対応することにより適正化に努めた。
(1) 府税徴収金収納委託団体実地検査実施状況
	年　　度
	対象団体数
	 検査実施数
	左記のうち不備事項のあった団体数

	平成30年度
	９
	４
	０

	令和元年度
	８
	３
	１



  　　　
(2) 不備事項
    証拠書類の保管・管理　等
(3) 臨時検査実施状況

　　　該当なし

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　根拠法令等

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　地方自治法施行令第158条、158条の２、

165条の３

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　大阪府財務規則第１６６条

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　大阪府会計実地検査実施要領（委託団体用）
４．会計事務研修の実施

正確で効率的な会計事務の執行と職員全体の会計事務のレベルアップを図るため、出納員、会計員、グループ長及び担当者などを対象とする会計事務研修を次のとおり実施した。

	研修名
	対象者
	実施年月日
実施回数
	参加人員
	備考

	新規採用職員研修
	新規採用職員
	平成31年4月10日、19日

2回
	497名
	〔主催〕
人事課

	初めて会計事務を
行う担当者研修

（４月及び５月
異動者向け）
	新会計事務担当者
	令和元年5月14日、29日

2回
	256名
	

	出納員・会計員・

グループ長研修
	出納員・会計員・

グループ長
	令和元年5月17日、31日

2回
	161名
	

	新任主査級研修
	新任主査級職員
	令和元年5月20日、21日
2回
	260名
	〔主催〕
人事課

	新任課長級研修
	新任課長級職員
	令和元年5月22日

1回
	47名
	〔主催〕
人事課

	新任課長補佐級研修
	新任課長補佐級
職員
	令和元年5月23日
1回
	152名
	〔主催〕
人事課

	主事・技師級研修

（3年目）
	入庁3年目の

主事・技師
	令和元年6月4日、11日
7月9日、22日

4回
	458名
	〔主催〕
人事課

	中堅職員向け研修
	実務担当者

副主査昇任希望者
	令和元年10月10日、16日
2回
	244名
	

	会計事務担当者
説明会
	会計事務担当者
	令和2年3月2日、9日　　　　　　　
2回
	中止
	資料掲載のみ

	再任用職員研修
	再任用予定職員
現再任用職員
	令和2年3月6日
1回
	57名
	

	総合検査時研修
	総合検査受検者
	平成31年4月22日
　～ 令和2年1月16日
	延べ
1,359名
	

	フォローアップ研修
	総合検査において

改善・是正すべき事項が検出され、その措置結果の報告を求めた

機関の職員
	令和元年8月28日、9月12日、
10月1日、2日、
11月6日、12日、12月26日
7回
	121名
	

	また、各部局等が開催する会計事務研修への講師派遣を行った。

	西大阪治水事務所
寝屋川水系改修工営所合同会計事務研修
他5件
	会計事務担当者
	令和元年7月31日
　 ～ 令和2年2月17日

6回
	延べ
410名
	


５．小口支払基金の取扱事務
知事が指定する機関において、知事が定める小口の経費支払を円滑に行うため、昭和55年度から小口支払基金を設けて事務処理をしている。
(1) 小口支払基金の概要
	基金額
	４５,０００千円
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	資金の交付先
及び資金交付限度額
	本庁各室課
	
	１００千円（警察本部は１,０００千円）
	
	　

	
	予算執行機関
	
	１００千円
	
	
	
	　

	
	上記により難い場合は、あらかじめ会計管理者の承認を受けた金額 (H20.3改正)

	経費の範囲
	　報償費　旅費　需用費　役務費　使用料及び賃借料　原材料費
負担金、補助及び交付金　扶助費　公課費


(2) 小口支払基金の使用状況　　　　　　　　　　　　　　　  116,883,276　円（令和2年3月31日現在）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
(3) 小口支払基金の保管状況（令和2年3月31日現在）　
	基金・預金
	
	37,001,137
	円

	
	資金前渡職員
	
	32,501,137
	円

	　　　　　　　　　　　　　　　
	会計管理者
	
	4,500,000
	円

	振替未収金
	
	7,998,863
	円


根拠法令等
　大阪府基金条例
　小口支払基金の管理に関する規則

６．大阪府政府調達苦情検討委員会

「政府調達に関する協定」に係る入札等の苦情処理を行うための組織として、「大阪府政府調達苦情検討委員会」の運営を行っているが、令和元年度は、当該協定に基づく苦情申立てはなかった。

大阪府政府調達苦情検討委員会委員名簿　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（五十音順）

	氏名
	職名
	備考

	江口　順一
	弁護士、大阪大学名誉教授、帝塚山大学名誉教授
	委員長

	難波　泰明
	弁護士
	

	前嶋　京子
	甲南大学法学部教授
	

	大和　正史
	関西大学大学院法務研究科教授
	

	山本　浩二
	大阪学院大学経営学部教授、大阪府立大学名誉教授
	委員長職務代理


　任期：平成30年4月1日から令和2年3月31日まで
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